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	パートタイマー労働契約書	Comment by 菰田泰隆: 雇用契約書は、印紙税法別表第一の該当するものがないので、印紙税非課税です。
	
	

	
	
	
	
	

	
	　株式会社○○○○（以下「甲」という。）と、○○○○（以下「乙」という。）とは、次のとおり労働契約を締結する。

第１条　甲は、次条以下の労働条件により乙をパートタイマーとして雇用し、乙は甲にパートタイマーとして使用されて労働することを約し、甲はこれに賃金を支払うことを約した。
第２条　雇用期間は、平成○年○月○日から平成○年○月○日までとする。	Comment by 菰田泰隆: この契約書は、更新の条文が１２条にある。一般的に、雇用契約の期間を定める条文に、但書で「ただし、甲乙双方が期間満了の１ヶ月前までに書面により、本契約の更新をしない旨の意思表示を行わない限り、本契約は同条件にて更新される。」等と記載されることが多いです。
現在、有期雇用の雇止めについては、労働契約法１９条により一定の制約が課されており、更新を原則形態とすることで雇止めの制約を受けやすくなります。そのため、１２条のように、原則は期間満了で終了であるものの、例外的に会社側の判断で更新する場合があるという建付けにしておいた方が、雇止めの観点からは有効です。
第３条　乙の就業場所は、○○○○○とし、従事すべき業務は、○○○○○における○○業務等とする。
　　２　前項にかかわらず、甲は、業務の必要に応じて前項の就業場所及び従事すべき業務の変更を命ずることができる。
第４条　乙の勤務日数は、１週○日とする。
第５条　第３条１項の就業場所における乙の始業時刻、終業時刻及び休憩時間は、次のとおりとする。
　　　　始業（　　時　　分）　　　終業（　　時　　分）
　　　　休憩時間（　　時　　分～　　時　　分）
　　２　前項にかかわらず、業務の都合上やむをえない場合、又は乙からの申し出を甲が承認した場合は、これを変更することができる。	Comment by 菰田泰隆: 「業務の都合上やむをえない場合」の他は、乙からの申し出のみが規定されています。よって、甲からの申し出によって変更することができない建付けになっています。甲乙双方記載しておくべきでしょう。
第６条　甲は、乙に対し、業務の都合により、前項の労働時間を超えて労働させ、また第７条で定める休日に労働させることができる。
第７条　乙の休日は、次のとおりとする。	Comment by 菰田泰隆: パートタイマーの場合には出勤に数よりも休日日数の方が多い場合が通常かと思われます。そのため、わざわざ休日を雇用契約書で定めることは、一般的には行いません。
　　　　毎週○曜日及び○曜日
　　　　その他会社が指定した日
　　２　甲は、業務の都合により、あらかじめ、前項の休日を他の日と振り替えることができる。
第８条　年次有給休暇その他の休暇については、パートタイマー就業規則による。	Comment by 菰田泰隆: 雛形を用いたために、この規定が残ったままだが、実際にはパートタイマー就業規則が存在しない会社をよく見かける。雇用契約書に存在が現れたのであれば、しっかり作成するよう心掛けましょう。また、有給休暇は正社員と異なる日数になるので要注意。
第９条　乙の賃金は、次のとおりとする。
　　　⑴　基本給　　　　時間給○○○○円
　　　⑵　通勤手当　　　パートタイマー就業規則第○条による。
　　　⑶　精皆勤手当　　パートタイマー就業規則第○条による。
　　　⑷　時間外手当　　法定を超えるもの25％	Comment by 菰田泰隆: １日６時間勤務のパートタイマーが８時間働いた場合に、超過した２時間について割増賃金を支払っている会社をよく見かけると共に、超過した２時間（所定外労働時間）について割増賃金を支払う旨の規定を設けている会社をよく見かける。
一般的に出回っている雛型は、労働者保護のために作られたものが多く、様々な箇所で労働者が有利な条項になっているため、再考の必要性が高い。
結論としては、法定労働時間である１日８時間を超過して初めて、割増賃金を支払えば良い。	Comment by 菰田泰隆: １日８時間の法定労働時間のみを気にしている会社が多いが、週４０時間という法定労働時間もあるため、二重に時間外の有無をチェックしなくてはならない。
　　　⑸　休日手当　　　法定休日　35％	Comment by 菰田泰隆: 法定休日と所定休日の区別がついていない会社が多く、無駄な割増賃金を支払っている会社が多い。
　　　⑹　深夜手当　　　25％増
　　２　賃金は、毎月○○日締切、○○日払とする。
　　３　１項の基本給に関する昇給は、毎年○月○日をもって決定する。
　　４　賞与　パートタイマー就業規則に基づき毎年○○月に支給する。
　　５　退職金　なし。
第10条　乙が、パートタイマー就業規則第○条の退職事由のいずれかに該当するときは、退職とする。
第11条　乙が、パートタイマー就業規則第○条の解雇事由のいずれかに該当するときは、契約期間中であっても、同条の手続に従い解雇する。
第12条　甲は、乙の能力・勤務成績・勤務態度、労働期間満了時の業務量及び甲の経営状況等を考慮した上で、本契約を更新することがある。
第13条　本契約書に記載のない事項については、パートタイマー就業規則及び法令の定めるところによる。	Comment by 菰田泰隆: 本契約書は、「パートタイマー就業規則が存在することを前提とした雇用契約書」になっている。これは、雇用契約書にあまり詳細な記載をしなくて良いという意味で、簡便な方法ではある。
しかし、実際の訴訟で多数見掛ける主張は、「契約書にはパートタイマー就業規則に記載すると書かれているが、そんな就業規則は見たことも見せてもらったこともない。もちろん説明すら受けていない。」という主張である。
契約書の内容をパートタイマー就業規則の記載内容にかからしめるのであれば、そのパートタイマー就業規則を実際に見せながら、内容を確認しながら雇用契約書を締結しなくては内容が理解できないために違法となる。しかし、一般的には、雇用契約書を渡して、「署名捺印しておいて。」というレベルであろう。
そのため、私としては、あまりパートタイマー就業規則等の規程に預ける形の雇用契約書はお勧めしていない。
　以上のとおり合意し、その成立の証として本契約書２通を作成し、甲乙は各自署名捺印のうえ、それぞれ１通を保管する。
　　平成○年○月○日
甲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
株式会社　○○○○　　　　　　　　　　　　
代表取締役　　○　○　○　○　㊞　　　　
乙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
現　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　　○　　　○　　○　㊞　　　　
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